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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 10,576 △9.9 △269 ― △632 ― △1,165 ―
21年3月期 11,731 0.9 △21 ― △372 ― △1,002 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 △38.94 ― △26.0 △2.5 △2.6
21年3月期 △33.46 ― △17.8 △1.4 △0.2

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 24,029 4,361 16.2 129.87
21年3月期 25,781 5,515 19.6 169.11

（参考） 自己資本   22年3月期  3,888百万円 21年3月期  5,063百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 112 △113 △254 796
21年3月期 1,477 △2,458 311 1,050

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 

（予想）
― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

4,090 △16.3 40 ― △170 ― △260 ― △8.68

通期 8,350 △21.0 280 ― △130 ― △230 ― △7.68
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、６ページ「２．企業集団の状況」をご覧下さい。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、26ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 1社 （社名 高田三東スーツ（株） ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 30,000,000株 21年3月期 30,000,000株
② 期末自己株式数 22年3月期  60,393株 21年3月期  57,853株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 7,662 △8.9 332 98.2 △16 ― △1,021 ―
21年3月期 8,413 3.3 167 △37.8 △192 ― △1,355 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 △34.12 ―
21年3月期 △45.28 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 22,824 4,087 17.9 136.54
21年3月期 24,076 5,120 21.3 171.00

（参考） 自己資本 22年3月期  4,087百万円 21年3月期  5,120百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる可
能性があります。 
 なお、上記業績予想に関連する事項につきましては、３ページ「１．経営成績 (1) 経営成績の分析」をご参照下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

2,700 △28.1 100 △47.4 △110 ― △190 ― △6.35

通期 5,290 △31.0 250 △24.8 △160 ― △240 ― △8.02
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(1) 経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

 当期におけるわが国経済は、海外経済の持ち直しおよび内外の在庫調整の進捗、政府による経済対策などを背景

に生産や輸出が上向きとなり、また景気もやや持ち直しの傾向となったものの、雇用情勢・所得環境は引き続き厳

しく、加えて物価が下落傾向にあったことなどから、自律的回復力はなお弱い状態が続きました。 

 繊維・アパレル業界におきましては、消費者の低価格志向に対応した一部企業が好調でありましたが、百貨店や

量販店は主力の重衣料および高額品をはじめ総じて不振が続き、減少幅はやや縮小したものの、小売業販売額全体

では５年連続の減少となりました。 

 また、不動産賃貸業界におきましては、賃料水準の低下と空室率の上昇が続き、ショッピングセンターの年間売

上高も前年比７％ほどの落ち込みとなりました。 

 このような事業環境の中で、当社グループは、繊維・アパレル事業におきまして主に提案型ＯＥＭ事業ならびに

官公需ユニフォームの受注業務に注力いたしました。また、受発注業務の効率化を図る目的で新たに生産管理グル

ープを設置するとともに、「新アパレル管理システム」を導入いたしました。一方、不動産事業におきましては、

平成20年９月に「サントムーン柿田川」の第３期開発事業が完成し通期で稼働したことなどにより、前期を超える

売上高と来客数を確保いたしました。 

 しかしながら、繊維・アパレル業界全体が依然として厳しい状況にある中で、とりわけ百貨店の低迷と相まって

紳士服販売子会社の売上が大きく落ち込んだ影響を強く受け、売上高・利益率ともに大幅に悪化いたしました。こ

のため、減収ならびに損失額の拡大という大変厳しい結果となりました。 

 当期の売上高は10,576百万円（前期比9.9％減）、営業損失は269百万円（前期は営業損失21百万円）、経常損失

は632百万円（前期は経常損失372百万円）といずれも前期を大きく下回りました。 

 加えて、繊維・アパレル業界における市場環境の著しい悪化により、当社の繊維・アパレル事業部門等に係る固

定資産の減損損失121百万円、紳士服販売子会社等の関係会社事業整理損失75百万円、当社のシニアミセス向け婦

人服ＯＥＭ事業終息に伴う事業整理損99百万円等合計503百万円の特別損失を計上いたしました。この結果、当期

純損失は1,165百万円（前期は当期純損失1,002百万円）となりました。 

  事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

（繊維・アパレル事業） 

  衣料部門のメンズ衣料は、消費低迷と価格の下落傾向が続く中で、百貨店低迷の影響を強く受け、紳士服販売

子会社の売上が前期比大きく落ち込んだ結果、売上高は前期を下回りました。レディス衣料も同様の環境の中にあ

りましたが、提案型ＯＥＭ事業に注力し、既存取引先との関係強化に取り組むとともに、新規取引先の開拓に努め

ました結果、売上高は前期を上回りました。 

 ユニフォーム部門につきましては、総じて受注環境が厳しい中、官公需におきまして大口受注の獲得により、売

上高は前期を上回りました。 

 素材部門は、原材料価格は安定したものの、市場の値下げ要求が激化、市場のウール離れも加わり売上高は前期

を下回りました。 

 寝装品部門は、業界全体の落ち込みが回復しない中で、上期にエコ関連商品が売上に寄与しましたものの、主力

の寝装品が販売不振だったことから、売上高は前期を下回りました。 

 この結果、繊維・アパレル事業の売上高は7,999百万円（前期比16.2％減）、営業損失は618百万円（前期は営業

損失255百万円）となりました。 

（不動産事業） 

 不動産事業は、厳しい事業環境の中で、平成20年９月にリニューアルオープンいたしました「サントムーンアネ

ックス」が通期で稼働したことが寄与し、売上高は前期を上回りました。 

 この結果、不動産事業の売上高は2,576百万円（前期比18.0％増）、営業利益は732百万円（前期比12.4％増）と

なりました。 

  

② 次期の見通し 

 次期においても、厳しい雇用・所得環境が続く中で個人消費が上向くにはまだ時間がかかることが予想され、当

社グループを取り巻く環境も引き続き厳しい状況が続くものと思われます。 

 この状況に対処すべく、当社グループといたしましては、「スリム化を進め、利益率の高い企業体質へ転換す

る」ことを企図し、「中期経営計画２０１０～ＫＡＩＫＡＫＵ～」を策定し、「事業構造の改革」「コスト構造の

改革」に取り組みます。 

 これらの施策により、次期の見通しは売上高8,350百万円（当期比21.0％減）と減収を見込むものの、営業利益

280百万円（当期比549百万円の改善）と営業利益段階では黒字化を見込みます。ただし、金利負担等もあり、経常

１．経営成績
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損失130百万円（当期比502百万円の改善）、当期純損失230百万円（当期比935百万円の改善）を予想しておりま

す。 

  

（注）１．上記の事業別セグメントの業績に記載している営業利益は、セグメント間の内部取引を含んだ金額を記

載しております。 

２．所在地別セグメントの業績については、全セグメント売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に

占める本邦の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

３．当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、「１．経営成績」に記載した金額に

は、消費税等は含まれておりません。 

４．記載している見通し等将来についての事項は、本資料の発表日現在において判断したものであり、予測

しえない経済環境の変化等様々な要因があるため、その結果について当社グループが保証するものでは

ありません。 

(2) 財政状態に関する分析 

① 資産 

 当期末における総資産の残高は24,029百万円（前期末は25,781百万円）となり、前期末に比べ1,751百万円減少

しました。主な要因は、現金及び預金の減少253百万円、受取手形及び売掛金の減少614百万円、たな卸資産の減少

221百万円、建物及び構築物の減少534百万円であります。 

② 負債 

 当期末における負債の残高は19,668百万円（前期末は20,266百万円）となり、前期末に比べ598百万円減少しま

した。主な要因は、支払手形及び買掛金の減少155百万円、短期借入金の減少1,111百万円、長期借入金の増加912

百万円、長期預り保証金の減少170百万円であります。 

③ 純資産 

 当期末における少数株主持分を含めた純資産の残高は4,361百万円（前期末は5,515百万円）となり、前期末に比

べ1,153百万円減少しました。主な要因は、当期純損失1,165百万円であります。 

④ キャッシュ・フロー 

 当期末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローで112百万円のプラス（前期比

92.4％減）、投資活動によるキャッシュ・フローで113百万円のマイナス（前期は2,458百万円のマイナス）、財務

活動によるキャッシュ・フローで254百万円のマイナス（前期は311百万円のプラス）となりました。 

これらの各活動に加え、為替相場の変動による現金及び現金同等物に係る換算差額１百万円のプラスを反映した

結果、現金及び現金同等物の残高は796百万円（前期比24.2％減）となり、前期末に比べ254百万円減少しました。

 当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、112百万円のプラス（前期比92.4％減）となりました。これは主に、

売上債権の減少630百万円、たな卸資産の減少222百万円、仕入債務の減少155百万円、預り保証金の減少171百万

円、利息の支払額367百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、113百万円のマイナス（前期は2,458百万円のマイナス）となりまし

た。これは主に、有形及び無形固定資産の取得による支出51百万円、中国の合弁企業に対する出資金の払込によ

る支出68百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、254百万円のマイナス（前期は311百万円のプラス）となりました。こ

れは主に、短期借入金の純減少168百万円、長期借入れによる収入2,920百万円、長期借入金の返済による支出

2,951百万円、リース債務の返済による支出54百万円によるものであります。 
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 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

（注） 自己資本比率          ：自己資本÷総資産 

    時価ベースの自己資本比率    ：株式時価総額÷総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債÷キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー÷利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当  

 当社は、競争力を維持・強化し、企業価値の増大を通じて株主の皆様に対する安定的かつ適正な利益還元を図る

ことを経営の最重要課題の一つと考え、利益配分につきましては業績の向上に努め、また内部留保にも意を用いて

決定することを基本としております。  

 しかしながら、当期は、前記のとおり損失を計上する結果となりましたことから、経営基盤の強化を優先し、誠

に遺憾ながら無配とさせていただきたく存じます。 

 また、次期の配当につきましても、利益計上が困難な状況でありますことから、遺憾ながら無配とさせていただ

きたく存じます。 

 当社といたしましては、早期に安定した収益基盤を確立し、復配実現にむけて引き続き努力する所存でありま

す。 

  

 (4）継続企業の前提に関する重要事象等 

 当社グループは、個人消費の低迷や低価格志向の影響を強く受け、特に百貨店衣料分野の悪化による紳士服販売

子会社の不振が損益面に強く影響を与えたことにより、「１．経営成績 (1) 経営成績に関する分析」に記載のと

おり、連続して営業損失及び当期純損失を計上しております。また、「サントムーン柿田川」第２期開発および第

３期開発資金や、紳士服販売子会社の赤字運転資金などの負担から有利子負債額が増加しております。当該状況に

より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 この状況に対処すべく、「３．経営方針 (4) 会社の対処すべき課題」に記載のとおり、「中期経営計画２０１

０～ＫＡＩＫＡＫＵ～」を策定し、その施策を実現することにより、営業黒字化を見込むとともに、余剰営業資金

により有利子負債の圧縮を図る所存であります。 

  

  19年３月期 20年３月期 21年３月期 22年３月期 

自己資本比率 （％）  25.7  22.4  19.6  16.2

時価ベースの自己資本比率 （％）  18.6  9.0  5.9  10.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 （年）  12.6  21.6  7.2  97.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍）  3.1  1.7  4.1  0.3
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 当社グループは、当社（大東紡織㈱）、子会社７社及び関連会社１社により構成されており、アパレル製品（衣料

品、ユニフォーム）・繊維（素材、寝装品）等の製造・販売を主たる業務とする繊維・アパレル事業と、不動産賃貸及

び商業施設の運営・管理を主たる業務とする不動産事業とを営んでおります。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

  

［事業系統図］ 以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。 

 
  

  

２．企業集団の状況

(1） 繊維・アパレル事業   

  衣料部門 子会社寧波杉杉大東服装有限公司及び寧波杉京服飾有限公司が製造した衣料品の一部を

当社が販売しております。また、子会社㈱ロッキンガムペンタ及び㈱キノエネが衣料品

を販売しております。 

  ユニフォーム部門 当社がユニフォームを販売しております。 

  素材部門 当社及び関連会社宝繊維工業㈱が繊維素材等を販売しております。 

  寝装品部門 子会社新潟大東紡㈱が製造し、子会社大東紡寝装㈱を通じて販売しております。 

   なお、上記衣料部門、ユニフォーム部門、素材部門及び寝装品部門については当社グループ以外の外注加工先

も利用しております。 

(2） 不動産事業 当社が不動産の賃貸を行っております。また、子会社大東紡エステート㈱が商業施設の

運営・管理を行っております。 

大東紡織㈱（3202）平成22年３月期　決算短信

－　6　－



(1）会社の経営の基本方針 

  当社グループは、スリム化を進め、利益率の高い企業への転換を果たし、当社のビジョンである「お客様に喜ばれ

るモノづくり・空間づくりに情熱ある企業＝企画提案型ＯＥＭ・商業施設運営で一流となる」ことを目指して成長す

るとともに、コンプライアンス・リスク管理の徹底に取り組むことを経営の基本方針としています。 

 かかる方針に基づき、すべてのステークホルダーの利益のため企業価値の向上に不断の努力を継続してまいる所存

です。 

(2）目標とする経営指標 

  当社グループは、「中期経営計画２０１０～ＫＡＩＫＡＫＵ～」を策定し、平成22年度の営業損益黒字化、平成23

年度の繊維事業セグメントにおける連結営業損益黒字化、ならびに有利子負債の圧縮の３つを目標とする経営指標と

しています。 

  (3）中長期的な会社の経営戦略 

  後記「(4) 会社の対処すべき課題」に記載のとおり新たに策定した「中期経営計画２０１０～ＫＡＩＫＡＫＵ～」

を完遂する所存です。 

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、「１．経営成績 (4) 継続企業の前提に関する重要事象等」に記載のとおり、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。 

 この状況に対処すべく、当社グループといたしましては、「スリム化を進め、利益率の高い企業体質へ転換する」

ことを企図し、「中期経営計画２０１０～ＫＡＩＫＡＫＵ～」を策定しました。本計画に基づき、以下の項目に重点

的に取り組んでまいる所存です。 

 対処すべき課題の一つ目は、「事業構造の改革」です。 

 「提案型ＯＥＭ事業」と「商業施設事業」を中核事業と位置付け、当該２事業の総売上高に占める比率を従来の 

３割程度から、３年後には６割程度へ高めることに取り組んでいきます。具体的には、従来の低採算のＯＥＭ事業か

ら、より高採算の「提案型ＯＥＭ事業」へのシフトを進め、本業である繊維・アパレル事業の営業損益改善を図りま

す。また、静岡県下有数の商業施設である「サントムーン柿田川」に経営資源を投入し、不動産事業の営業損益の維

持・向上を図ります。 

 一方、業績不振に陥った紳士服販売子会社の人員合理化・経費削減を柱とした大幅なリストラに取り組む等によ

り、低採算事業全体の抜本的な見直しを図ります。 

 対処すべき課題の二つ目は、「コスト構造の改革」です。 

 無駄を省き、一層のローコスト経営を徹底することに取り組みます。具体的には、協力工場のアジアシフトを進め

る等により「製造原価の低減」を推進するとともに、業務委託費の圧縮等により「販売管理費の削減」に取り組んで

いきます。また、一人当たりの生産性を向上させ「業務効率化の推進」に取り組みます。これらにより、売上原価・

総経費の削減を図ります。 

 以上２つの施策により、平成22年度には連結営業損益の黒字回復を見込むとともに、余剰営業資金により有利子負

債の圧縮を図ります。 

 対処すべき課題の三つ目は、「コンプライアンス・リスク管理の徹底」です。 

 コンプライアンス経営を徹底するとともに、リスクマネージメントの高度化に取り組みます。具体的には、資産

（債権）の質の維持・向上を図る観点から与信審査会議の充実に取り組むとともに、カントリーリスク・為替リスク

管理体制の強化に取り組んでいきます。 

 対処すべき課題の四つ目は、「人材の育成・活用」です。 

 総合力あるプロフェッショナルな人材の育成・活用に取り組み、競争に勝ち残れる組織作りを進めます。 

 当社グループは、「中期経営計画２０１０～ＫＡＩＫＡＫＵ～」に掲げた諸施策を完遂し、グループ一丸となって

業績向上に取り組んでまいる所存です。 

  

３．経営方針

大東紡織㈱（3202）平成22年３月期　決算短信

－　7　－



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  2,040,988 ※1  1,787,001

受取手形及び売掛金 2,414,714 1,800,633

有価証券 － 9,964

たな卸資産 ※2  935,415 ※2  713,535

その他 245,650 285,123

貸倒引当金 △63,973 △64,959

流動資産合計 5,572,795 4,531,299

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  9,587,110 ※1  9,052,339

機械装置及び運搬具（純額） 202,539 158,494

土地 ※1, ※5  9,343,286 ※1, ※5  9,344,156

その他（純額） 265,471 166,885

有形固定資産合計 ※3  19,398,407 ※3  18,721,876

無形固定資産 94,160 86,160

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※4  309,826 ※1, ※4  281,369

長期貸付金 12,777 10,253

破産更生債権等 953,668 888,843

その他 338,367 388,464

貸倒引当金 △898,430 △878,500

投資その他の資産合計 716,209 690,430

固定資産合計 20,208,777 19,498,467

資産合計 25,781,573 24,029,766
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,814,372 1,659,059

短期借入金 ※1  3,875,154 ※1  2,763,285

未払法人税等 11,455 12,389

返品調整引当金 172,605 122,662

賞与引当金 35,447 31,892

関係会社事業整理損失引当金 67,000 －

繰延税金負債 446 105

その他 ※1  894,588 ※1  941,309

流動負債合計 6,871,069 5,530,703

固定負債   

長期借入金 ※1  6,356,427 ※1  7,268,435

長期預り保証金 ※1  3,787,472 ※1  3,616,814

繰延税金負債 3,861 552

再評価に係る繰延税金負債 ※5  2,941,904 ※5  2,941,904

退職給付引当金 66,194 100,039

その他 239,634 209,808

固定負債合計 13,395,494 14,137,554

負債合計 20,266,563 19,668,258

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,500,000 1,500,000

資本剰余金 503,375 503,375

利益剰余金 △1,176,345 △2,342,268

自己株式 △6,453 △6,640

株主資本合計 820,576 △345,533

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △7,841 △22,633

繰延ヘッジ損益 4 205

土地再評価差額金 ※5  4,264,422 ※5  4,264,422

為替換算調整勘定 △13,728 △8,301

評価・換算差額等合計 4,242,856 4,233,693

少数株主持分 451,576 473,348

純資産合計 5,515,010 4,361,508

負債純資産合計 25,781,573 24,029,766
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 11,731,948 10,576,205

売上原価 ※1  9,294,361 ※1  8,463,634

売上総利益 2,437,587 2,112,571

販売費及び一般管理費 ※2  2,459,234 ※2  2,382,478

営業損失（△） △21,647 △269,907

営業外収益   

受取利息 16,471 12,365

受取配当金 4,367 3,559

その他 36,229 18,842

営業外収益合計 57,069 34,767

営業外費用   

支払利息 371,256 363,776

その他 36,962 33,738

営業外費用合計 408,218 397,514

経常損失（△） △372,796 △632,654

特別利益   

固定資産売却益 ※3  290 －

投資有価証券売却益 9,552 1,442

特別利益合計 9,842 1,442

特別損失   

固定資産処分損 ※4  5,249 ※4  53,050

減損損失 ※5  171,713 ※5  121,596

貸倒引当金繰入額 368,594 81,866

貸倒損失 － 59,433

関係会社事業整理損失引当金繰入額 67,000 －

関係会社事業整理損失 － ※6  75,715

事業整理損 － ※7  99,497

その他 ※8  6,111 ※8  12,676

特別損失合計 618,668 503,836

税金等調整前当期純損失（△） △981,623 △1,135,047

法人税、住民税及び事業税 11,794 14,506

法人税等調整額 13,537 △882

法人税等合計 25,332 13,624

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4,918 17,251

当期純損失（△） △1,002,037 △1,165,923
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,500,000 1,500,000

当期末残高 1,500,000 1,500,000

資本剰余金   

前期末残高 503,375 503,375

当期末残高 503,375 503,375

利益剰余金   

前期末残高 △174,308 △1,176,345

当期変動額   

当期純損失（△） △1,002,037 △1,165,923

当期変動額合計 △1,002,037 △1,165,923

当期末残高 △1,176,345 △2,342,268

自己株式   

前期末残高 △6,096 △6,453

当期変動額   

自己株式の取得 △356 △187

当期変動額合計 △356 △187

当期末残高 △6,453 △6,640

株主資本合計   

前期末残高 1,822,970 820,576

当期変動額   

当期純損失（△） △1,002,037 △1,165,923

自己株式の取得 △356 △187

当期変動額合計 △1,002,393 △1,166,110

当期末残高 820,576 △345,533
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 35,845 △7,841

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △43,686 △14,791

当期変動額合計 △43,686 △14,791

当期末残高 △7,841 △22,633

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △2,184 4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,189 201

当期変動額合計 2,189 201

当期末残高 4 205

土地再評価差額金   

前期末残高 4,264,422 4,264,422

当期末残高 4,264,422 4,264,422

為替換算調整勘定   

前期末残高 59,043 △13,728

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △72,772 5,426

当期変動額合計 △72,772 5,426

当期末残高 △13,728 △8,301

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,357,126 4,242,856

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △114,269 △9,163

当期変動額合計 △114,269 △9,163

当期末残高 4,242,856 4,233,693

少数株主持分   

前期末残高 535,250 451,576

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △83,673 21,771

当期変動額合計 △83,673 21,771

当期末残高 451,576 473,348

純資産合計   

前期末残高 6,715,347 5,515,010

当期変動額   

当期純損失（△） △1,002,037 △1,165,923

自己株式の取得 △356 △187

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △197,943 12,608

当期変動額合計 △1,200,337 △1,153,501

当期末残高 5,515,010 4,361,508
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △981,623 △1,135,047

減価償却費 601,494 601,309

減損損失 171,713 121,596

貸倒引当金の増減額（△は減少） 401,767 △18,958

返品調整引当金の増減額（△は減少） △30,809 △49,943

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,982 △3,554

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,986 33,844

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △34,950 －

関係会社事業整理損失引当金の増減額（△は減
少）

67,000 △67,000

受取利息及び受取配当金 △20,839 △15,924

支払利息 371,256 363,776

固定資産処分損益（△は益） 4,959 53,050

投資有価証券売却損益（△は益） △9,552 △1,442

売上債権の増減額（△は増加） 555,846 630,633

たな卸資産の増減額（△は増加） 354,654 222,337

仕入債務の増減額（△は減少） △148,296 △155,775

預り保証金の増減額（△は減少） 417,116 △171,627

その他の資産の増減額（△は増加） 81,416 43,322

その他の負債の増減額（△は減少） 19,865 27,068

小計 1,836,988 477,665

利息及び配当金の受取額 21,393 15,853

利息の支払額 △364,271 △367,355

法人税等の支払額 △16,340 △13,280

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,477,770 112,882

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,164,111 △51,090

固定資産の除却による支出 △400 －

有形及び無形固定資産の売却による収入 1,025 57

投資有価証券の取得による支出 △1,391 △1,554

投資有価証券の売却による収入 21,516 3,832

有価証券の償還による収入 740,000 －

出資金の払込による支出 － △68,686

長期貸付金の回収による収入 1,250 620

営業譲受による支出 ※2  △46,751 －

その他 △9,783 3,204

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,458,646 △113,616

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △101,961 △168,770

長期借入れによる収入 2,825,000 2,920,000

長期借入金の返済による支出 △1,934,994 △2,951,090

担保提供預金の増加額 △740,000 －

セール・アンド・リースバックによる収入 278,650 －

リース債務の返済による支出 △15,213 △54,653

自己株式の増減額（△は増加） △356 △187

財務活動によるキャッシュ・フロー 311,125 △254,701

現金及び現金同等物に係る換算差額 △33,033 1,413

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △702,784 △254,022

現金及び現金同等物の期首残高 1,753,728 1,050,944

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,050,944 ※1  796,921
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 該当事項はない。 

   

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数      ８社 

連結子会社名 

高田三東スーツ㈱ 

大東紡寝装㈱ 

㈱キノエネ 

大東紡エステート㈱ 

㈱ロッキンガムペンタ 

新潟大東紡㈱ 

寧波杉杉大東服装有限公司 

寧波杉京服飾有限公司 

(1）連結子会社の数      ７社 

連結子会社名 

大東紡寝装㈱ 

㈱キノエネ 

大東紡エステート㈱ 

㈱ロッキンガムペンタ 

新潟大東紡㈱ 

寧波杉杉大東服装有限公司 

寧波杉京服飾有限公司 

 なお、前連結会計年度末において連結

子会社であった高田三東スーツ㈱は清算

結了したため、連結の範囲から除外して

いる。 

  (2）非連結子会社はない。 (2）非連結子会社はない。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社はない。 (1）持分法適用の関連会社はない。 

(2）持分法を適用していない関連会社の名

称等 

関連会社 

宝繊維工業㈱ 

 持分法を適用していない関連会社は、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外している。 

(2）持分法を適用していない関連会社の名

称等 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、寧波杉杉大東服装有

限公司及び寧波杉京服飾有限公司の決算日

は12月31日、㈱キノエネ、大東紡エステー

ト㈱及び㈱ロッキンガムペンタの決算日は

１月31日である。 

 連結財務諸表作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用している。なお、

これらいずれの連結子会社についても各決

算日から連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な調整

を行っている。 

 連結子会社のうち、寧波杉杉大東服装有

限公司及び寧波杉京服飾有限公司の決算日

は12月31日であり、連結財務諸表作成に当

たっては、同決算日現在の財務諸表を使用

している。なお、これらいずれの連結子会

社についても各決算日から連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っている。 

 また、㈱キノエネ、大東紡エステート㈱

及び㈱ロッキンガムペンタは、決算日を１

月31日から３月31日に変更している。これ

に伴い、当該３社については、14ヵ月間の

財務諸表を使用している。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(イ）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  (ロ）デリバティブ 

時価法 

(ロ）デリバティブ 

同左 

  (ハ）たな卸資産 

総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

(ハ）たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社の営業用賃貸資産及び同関連資産

（一部定率法）、国内連結子会社のうち１

社並びに在外連結子会社は定額法、その他

は定率法によっている。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は、全て定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

る。 

建物及び構築物      ３～47年 

機械装置及び運搬具    ６～10年 

(イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (ロ）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用している。 

 なお、ソフトウエア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいている。 

(ロ）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (ハ）リース資産 

 所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減価

償却方法と同一の方法を採用してい

る。 

(ハ）リース資産 

 所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

同左 

   所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用している。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。 

 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

同左 

 (3）重要な引当金の計上

基準 

(イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上している。 

(イ）貸倒引当金 

同左 

  (ロ）返品調整引当金 

 決算期末日以降予想される返品に備

えるため、最終的な返品を見積りその

必要額を計上している。 

(ロ）返品調整引当金 

同左 

  (ハ）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額を計上している。 

(ハ）賞与引当金 

同左 

  (ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

見込額に基づき計上している。 

 なお、退職給付債務の算定は簡便法

によっている。 

 会計基準変更時差異は、15年による

按分額を費用処理している。 

(ニ）退職給付引当金 

同左 

  (ホ）関係会社事業整理損失引当金 

 関係会社の事業整理に係る損失に備

えるため、当連結会計年度末における

損失見込額を計上している。なお、当

連結会計年度末における関係会社事業

整理損失引当金は、高田三東スーツ㈱

に係るものである。 

(ホ）    ―――――― 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。なお、在外子

会社等の資産、負債、収益及び費用は当該

子会社の決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数株主持分に含め

て計上している。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。 

 なお、為替予約については振当処理

の要件を満たしている場合は振当処理

を、金利スワップについては特例処理

の要件を満たしている場合は特例処理

を採用している。 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 長期借入金 

為替予約 外貨建債務 

同左 

  (ハ）ヘッジ方針 

 為替及び金利等相場変動に伴うリス

クの軽減、資金調達コストの低減を目

的に通貨及び金利に係るデリバティブ

取引を行っている。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

  (ニ）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして、ヘ

ッジ有効性を評価している。ただし、

特例処理によっている金利スワップに

ついては、有効性の評価を省略してい

る。 

(ニ）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によって

いる。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用している。 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっている。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていた

が、当連結会計年度から「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してい

る。 

 これにより、損益に与える影響はない。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載し

ている。 

―――――― 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い） 

 当連結会計年度から、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な

修正を行っている。 

 これにより、損益に与える影響はない。  

―――――― 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

※１ 担保資産 ※１ 担保資産 

現金及び預金（預金） 980,000千円

建物及び構築物 9,217,703千円

土地 9,319,906千円

投資有価証券 140,673千円

計 19,658,283千円

現金及び預金（預金） 980,000千円

建物及び構築物 8,757,031千円

土地 9,315,015千円

投資有価証券 129,096千円

計 19,181,142千円

担保対応債務 

短期借入金 3,728,747千円

流動負債のその他（１年内返還予

定預り保証金） 

113,366千円

長期借入金 6,327,807千円

長期預り保証金 1,469,616千円

計 11,639,538千円

担保対応債務 

短期借入金 2,626,100千円

流動負債のその他（１年内返還予

定預り保証金） 

111,616千円

長期借入金 7,258,000千円

長期預り保証金 1,357,999千円

計 11,353,716千円

※２ たな卸資産の内訳 

商品及び製品 789,688千円

仕掛品 16,178千円

原材料及び貯蔵品 129,548千円

計 935,415千円

※２ たな卸資産の内訳 

商品及び製品 608,462千円

仕掛品 11,459千円

原材料及び貯蔵品 93,613千円

計 713,535千円

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 4,790,058千円 ※３ 有形固定資産の減価償却累計額 4,656,807千円

※４ 関連会社に対する資産は次のとおりである。 ※４ 関連会社に対する資産は次のとおりである。 

投資有価証券（株式） 36,656千円 投資有価証券（株式） 36,656千円

※５ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上している。 

※５ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上している。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算出した価額」に合理的な調整を

行って算出している。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算出した価額」に合理的な調整を

行って算出している。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

1,836,610千円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

  

  

６ 受取手形割引高 230,477千円 ６ 受取手形割引高 212,649千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ
ている。 
  131,520千円

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ
ている。 
  40,354千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりである。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりである。 

給料 843,001千円

賞与引当金繰入額 32,125千円

退職給付費用 23,836千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,450千円

業務委託費 261,721千円

貸倒引当金繰入額 42,412千円

給料 969,081千円

賞与引当金繰入額 25,432千円

退職給付費用 14,584千円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

機械装置 290千円

 ３         ―――――― 

※４ 固定資産処分損の内訳は次のとおりである。 ※４ 固定資産処分損の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 3,051千円

機械装置及び運搬具 1,100千円

工具、器具及び備品 697千円

撤去費用 400千円

計 5,249千円

建物及び構築物 39,735千円

機械装置及び運搬具 12,212千円

工具、器具及び備品 1,101千円

計 53,050千円

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資
産グループについて171,713千円の減損損失を計上し
ている。 

 当社グループは、事業資産のうち、繊維・アパレル
事業については主として管理会計上の個別の製品・サ
ービスのカテゴリーを、不動産事業については個々の
物件単位を、それぞれグルーピングの単位としてい
る。遊休資産については、各不動産等をグルーピング
の単位としている。   
 上記の資産は、当社の関係会社である高田三東スー
ツ㈱の事業整理に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として計上している。
なお、回収可能価額は、土地については不動産鑑定評
価に基づく正味売却価額により評価し、土地以外につ
いては零としている。 

用途 種類  金額 場所 内訳 

 紳士スーツ

縫製工場 

 建物及び

土地等 
  千円171,713

 新潟県

上越市 

 建物及び構築物 24,522千円

土地      123,647千円

その他     23,543千円

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資
産グループについて 千円の減損損失を計上し
ている。 

 当社グループは、事業資産のうち、繊維・アパレル
事業については主として管理会計上の個別の製品・サ
ービスのカテゴリーを、不動産事業については個々の
物件単位を、それぞれグルーピングの単位としてい
る。遊休資産については、各不動産等をグルーピング
の単位としている。   
 上記の資産のうち、当社の繊維・アパレル事業部門
の事務所造作等、新潟大東紡㈱及び大東紡寝装㈱の寝
装部門の製造工場及び営業所造作等は、繊維・アパレ
ル業界における市場環境の著しい悪化により、当該部
門において来期も営業損益の黒字化が見込めないた
め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
を減損損失として計上しいる。なお、回収可能価額
は、将来キャッシュ・フローの黒字化が確実なものと
して見込めてはいないため、保守的に零と見積もって
いる。 
 また、上記の福利厚生不動産は、遊休状態となり将
来の使用の見込みがないため、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上して
いる。なお、回収可能価額は、保守的に零と見積もっ
ている。 

121,596

用途 種類  金額 場所 内訳 

繊維・アパレ
ル事業 
－当社の繊
維・アパレル
事業部門の事
務所造作等 

リース資
産等 千円

42,630 東京都
中央区 

 建物及び構築物 千円588

 機械装置及び運搬具 千円303

 リース資産 千円26,195

 有形固定資産その他 千円1,840

 無形固定資産 千円6,890

 投資その他の資産その
他 千円151

 その他 千円6,661

繊維・アパレ
ル事業 
－新潟大東紡
㈱及び大東紡
寝装㈱の寝装
部門の製造工
場及び営業所

造作等

建物及び
構築物等 千円

73,134
新潟県
十日町 
市他 

 建物及び構築物 千円40,993

 機械装置及び運搬具 千円15,973

 リース資産 千円9,158

 有形固定資産その他 千円508

無形固定資産   千円483

 その他 千円6,017

遊休
－福利厚生不
動産 

建物及び
構築物等 千円

5,831
東京都
中央区
他 

建物及び構築物 千円1,072
土地 千円320

投資その他の資産その
他 千円4,438
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

 ６         ――――――   ※６ 関係会社事業整理損失 

 関係会社事業整理損失の内容は次のとおりである。

内容 金額 内訳 

㈱ロッキンガ
ムペンタの紳
士服イージー
オーダー事業
等の終息  

千円 
 

40,715

たな卸資産評
価損 千円33,466

リース解約損
等 千円7,249

高田三東スー
ツ㈱の会社清
算に伴う工場
解体 

千円 35,000
紳士服縫製工
場解体費 千円35,000

 ７         ――――――   ※７ 事業整理損 

 事業整理損の内容は次のとおりである。 

内容 金額 内訳 

当社のシニア
ミセス向け婦
人服ＯＥＭ事
業の終息  

千円 99,497

たな卸資産評
価損  千円61,497

事業清算負担
金 千円38,000

※８ 特別損失のその他の主な内訳は次のとおりである。 ※８ 特別損失のその他の主な内訳は次のとおりである。

投資有価証券売却損 607千円

投資有価証券評価損 2,528千円

投資有価証券評価損 30千円

ゴルフ会員権評価損 12,423千円
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加4,510株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項なし。 

３．配当に関する事項 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加2,540株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項なし。 

３．配当に関する事項 

該当事項なし。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  30,000,000  －  －  30,000,000

合計  30,000,000  －  －  30,000,000

自己株式         

普通株式（注）  53,343  4,510  －  57,853

合計  53,343  4,510  －  57,853

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  30,000,000  －  －  30,000,000

合計  30,000,000  －  －  30,000,000

自己株式         

普通株式（注）  57,853  2,540  －  60,393

合計  57,853  2,540  －  60,393
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リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、税効果会計、企業

結合等、賃貸等不動産、関連当事者情報に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくな

いと考えられるため開示を省略する。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 2,040,988千円 

担保提供している定期預金 △980,000千円 

預入期間が３ヵ月を超える定

期預金 
△10,044千円 

現金及び現金同等物 1,050,944千円 

現金及び預金勘定 1,787,001千円 

担保提供している定期預金 △980,000千円 

預入期間が３ヵ月を超える定

期預金 
△10,080千円 

現金及び現金同等物 796,921千円 

※２ 当連結会計年度に㈱コスモエイからの事業の譲受け

により増加した資産の内訳は次のとおりである。 

 ２         ―――――― 

流動資産 39,804千円 

固定資産 6,947千円 

資産合計 46,751千円 

  

（開示の省略）
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前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分の方法は、事業の種類の類似性並びに製品の種類、性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分し

ている。 

２．各事業区分の主要品目 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、417,969千円であり、すべて連

結財務諸表提出会社の経営企画部及び管理部に係る費用である。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,030,260千円であり、その主なものは連結

財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資

産等である。 

５．会計方針の変更 

（リース取引に関する会計基準等） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっている。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、損

益に与える影響はなく、「繊維・アパレル事業」の資産が3,905千円、「全社」の資産が1,894千円それぞれ

増加している。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
繊維・アパレ
ル事業 

（千円） 

不動産事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

１．売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  9,548,567  2,183,381  11,731,948  －  11,731,948

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 634  9,313  9,947 (9,947)  －

計  9,549,201  2,192,694  11,741,896 (9,947)  11,731,948

２．営業費用  9,804,976  1,540,597  11,345,574  408,021  11,753,596

３．営業利益又は営業損失（△）  △255,775  652,096  396,321 (417,969)  △21,647

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出 
          

１．資産  4,739,465  19,015,884  23,755,349  2,026,223  25,781,573

２．減価償却費  79,183  513,628  592,811  8,683  601,494

３．減損損失  171,713  －  171,713  －  171,713

４．資本的支出  24,413  1,246,552  1,270,965  4,735  1,275,701

事業区分 区分 主要品目 

繊維・アパレル事業 

衣料部門 紳士服、婦人服 

ユニフォーム部門 ユニフォーム用素材、制服 

素材部門 糸、織物 

寝装品部門 ふとん、毛布、シーツ 

不動産事業   不動産賃貸、商業施設の運営・管理 
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当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分の方法は、事業の種類の類似性並びに製品の種類、性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分し

ている。 

２．各事業区分の主要品目 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、384,300千円であり、すべて連

結財務諸表提出会社の経営企画部及び管理部に係る費用である。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,750,163千円であり、その主なものは連結

財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資

産等である。 

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月１日 至

平成22年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月１日 至

平成22年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。 

  

  
繊維・アパレ
ル事業 

（千円） 

不動産事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

１．売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  7,999,862  2,576,343  10,576,205  －  10,576,205

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 151  3,801  3,953 (3,953)  －

計  8,000,014  2,580,144  10,580,158 (3,953)  10,576,205

２．営業費用  8,618,326  1,847,438  10,465,765  380,347  10,846,112

３．営業利益又は営業損失（△）  △618,312  732,705  114,393 (384,300)  △269,907

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出 
          

１．資産  3,764,797  18,514,501  22,279,299  1,750,466  24,029,766

２．減価償却費  65,399  528,537  593,936  7,372  601,309

３．減損損失  115,764  －  115,764  5,831  121,596

４．資本的支出  27,917  39,354  67,272  280  67,552

事業区分 区分 主要品目 

繊維・アパレル事業 

衣料部門 紳士服、婦人服 

ユニフォーム部門 ユニフォーム用素材、制服 

素材部門 糸、織物 

寝装品部門 ふとん、毛布、シーツ 

不動産事業   不動産賃貸、商業施設の運営・管理 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

該当事項なし。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額      169円11銭 

１株当たり当期純損失金額    33円46銭 

１株当たり純資産額 円 銭 129 87

１株当たり当期純損失金額 円 銭 38 94

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当期純損失（千円）  1,002,037  1,165,923

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（千円）  1,002,037  1,165,923

期中平均株式数（株）  29,944,099  29,940,901

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1  1,459,701 ※1  1,205,028

受取手形 ※4  115,524 ※4  103,344

売掛金 ※4  1,515,669 ※4  1,574,970

有価証券 － 9,964

たな卸資産 ※2  385,535 ※2  238,010

前渡金 1,010 726

前払費用 30,824 23,161

その他 22,227 14,983

貸倒引当金 △52,540 △60,080

流動資産合計 3,477,952 3,110,109

固定資産   

有形固定資産   

建物 12,043,775 12,056,394

減価償却累計額 △3,168,723 △3,599,049

建物（純額） ※1  8,875,051 ※1  8,457,344

構築物 893,609 908,609

減価償却累計額 △571,885 △600,760

構築物（純額） ※1  321,724 ※1  307,849

機械及び装置 150,777 150,777

減価償却累計額 △140,670 △141,748

機械及び装置（純額） 10,107 9,029

車両運搬具 6,078 －

減価償却累計額 △5,709 －

車両運搬具（純額） 368 －

工具、器具及び備品 21,768 4,937

減価償却累計額 △16,813 △3,069

工具、器具及び備品（純額） 4,954 1,867

土地 ※1, ※3  9,330,105 ※1, ※3  9,448,259

リース資産 392,205 334,874

減価償却累計額 △148,704 △181,080

リース資産（純額） 243,500 153,793

有形固定資産合計 18,785,813 18,378,144

無形固定資産   

特許権 493 －

商標権 5,302 －

ソフトウエア 333 5,021

リース資産 3,905 －

その他 4,740 2,768

無形固定資産合計 14,774 7,789
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  251,280 ※1  230,798

関係会社株式 80,787 66,716

出資金 100 68,786

関係会社出資金 399,014 399,014

長期貸付金 10,873 10,253

関係会社長期貸付金 1,483,780 1,719,500

破産更生債権等 ※4  1,205,897 791,358

長期前払費用 134,281 118,091

その他 168,787 171,817

貸倒引当金 △1,936,553 △2,247,932

投資その他の資産合計 1,798,248 1,328,403

固定資産合計 20,598,836 19,714,338

資産合計 24,076,788 22,824,448

負債の部   

流動負債   

支払手形 655,743 525,794

買掛金 765,247 901,428

短期借入金 ※1  795,300 ※1  692,100

1年内返済予定の長期借入金 ※1  2,842,100 ※1  1,934,000

リース債務 53,495 56,790

未払金 63,909 92,782

未払費用 60,687 91,899

未払法人税等 7,414 6,920

繰延税金負債 3 141

前受金 26,475 54,880

預り金 ※1  160,416 ※1  159,222

賞与引当金 29,109 22,773

関係会社事業整理損失引当金 127,000 －

その他 13,221 8,264

流動負債合計 5,600,122 4,546,997

固定負債   

長期借入金 ※1  6,302,000 ※1  7,258,000

リース債務 216,134 168,871

長期預り保証金 ※1, ※4  3,740,991 ※1, ※4  3,553,514

再評価に係る繰延税金負債 ※3  2,941,904 ※3  2,941,904

退職給付引当金 52,800 84,865

関係会社支援損失引当金 82,134 158,000

その他 20,500 24,296

固定負債合計 13,356,465 14,189,452

負債合計 18,956,588 18,736,450
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,500,000 1,500,000

資本剰余金   

資本準備金 503,270 503,270

その他資本剰余金 104 104

資本剰余金合計 503,375 503,375

利益剰余金   

利益準備金 375,000 375,000

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △1,503,268 △2,524,927

利益剰余金合計 △1,128,268 △2,149,927

自己株式 △6,453 △6,640

株主資本合計 868,654 △153,191

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △12,880 △23,438

繰延ヘッジ損益 4 205

土地再評価差額金 ※3  4,264,422 ※3  4,264,422

評価・換算差額等合計 4,251,546 4,241,189

純資産合計 5,120,200 4,087,997

負債純資産合計 24,076,788 22,824,448
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

商品売上高 6,982,176 6,178,767

営業賃貸及び役務収入 1,431,118 1,483,501

売上高合計 ※1  8,413,294 ※1  7,662,269

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 585,367 385,535

当期商品仕入高 6,141,647 5,492,012

合計 6,727,014 5,877,547

他勘定振替高 ※2  7,964 ※2  73,847

商品期末たな卸高 385,535 238,010

商品売上原価 ※3  6,333,514 ※3  5,565,689

営業賃貸及び役務原価 729,320 726,772

売上原価合計 7,062,834 6,292,461

売上総利益 1,350,460 1,369,807

販売費及び一般管理費 ※4  1,182,709 ※4  1,037,386

営業利益 167,750 332,420

営業外収益   

受取利息 ※1  13,949 ※1  13,670

受取配当金 3,601 ※1  16,505

その他 11,299 6,782

営業外収益合計 28,850 36,957

営業外費用   

支払利息 360,764 358,422

退職給付会計基準変更時差異の処理額 24,594 24,594

その他 3,516 2,530

営業外費用合計 388,875 385,547

経常損失（△） △192,274 △16,168

特別利益   

関係会社事業整理損失引当金戻入額 － 50,890

特別利益合計 － 50,890

特別損失   

固定資産処分損 ※5  1,581 ※5  129

減損損失 ※6  83,282 ※6  42,630

関係会社株式評価損 ※7  65,928 ※7  14,071

貸倒引当金繰入額 737,791 749,004

貸倒損失 － 59,433

関係会社支援損失引当金繰入額 － 75,865

関係会社事業整理損失引当金繰入額 127,000 －

事業整理損 － ※8  99,497

その他 ※9  3,351 ※9  12,454

特別損失合計 1,018,934 1,053,086

税引前当期純損失（△） △1,211,209 △1,018,364

法人税、住民税及び事業税 3,239 3,294

法人税等調整額 141,382 －

法人税等合計 144,621 3,294

当期純損失（△） △1,355,831 △1,021,658
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,500,000 1,500,000

当期末残高 1,500,000 1,500,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 503,270 503,270

当期末残高 503,270 503,270

その他資本剰余金   

前期末残高 104 104

当期末残高 104 104

資本剰余金合計   

前期末残高 503,375 503,375

当期末残高 503,375 503,375

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 375,000 375,000

当期末残高 375,000 375,000

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △147,436 △1,503,268

当期変動額   

当期純損失（△） △1,355,831 △1,021,658

当期変動額合計 △1,355,831 △1,021,658

当期末残高 △1,503,268 △2,524,927

利益剰余金合計   

前期末残高 227,563 △1,128,268

当期変動額   

当期純損失（△） △1,355,831 △1,021,658

当期変動額合計 △1,355,831 △1,021,658

当期末残高 △1,128,268 △2,149,927

自己株式   

前期末残高 △6,096 △6,453

当期変動額   

自己株式の取得 △356 △187

当期変動額合計 △356 △187

当期末残高 △6,453 △6,640

株主資本合計   

前期末残高 2,224,841 868,654

当期変動額   

当期純損失（△） △1,355,831 △1,021,658

自己株式の取得 △356 △187

当期変動額合計 △1,356,187 △1,021,846

当期末残高 868,654 △153,191
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 20,660 △12,880

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △33,541 △10,557

当期変動額合計 △33,541 △10,557

当期末残高 △12,880 △23,438

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △2,184 4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,189 201

当期変動額合計 2,189 201

当期末残高 4 205

土地再評価差額金   

前期末残高 4,264,422 4,264,422

当期末残高 4,264,422 4,264,422

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,282,898 4,251,546

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31,352 △10,356

当期変動額合計 △31,352 △10,356

当期末残高 4,251,546 4,241,189

純資産合計   

前期末残高 6,507,740 5,120,200

当期変動額   

当期純損失（△） △1,355,831 △1,021,658

自己株式の取得 △356 △187

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31,352 △10,356

当期変動額合計 △1,387,540 △1,032,202

当期末残高 5,120,200 4,087,997
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 該当事項はない。 

   

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

  (2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定） 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

 営業用賃貸資産及び同関連資産は主と

して定額法だが一部定率法によってい

る。その他の有形固定資産については定

率法によっている。 

 なお、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）について

は、全て定額法を採用している。 

 また、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。 

建物   ３～47年 

構築物  10～30年 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  

  

  

同左 

  

  

同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用している。 

 なお、ソフトウエア（自社利用）につ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいている。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (3）リース資産 

 所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減価償

却方法と同一の方法を採用している。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用している。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。 

(3）リース資産 

 所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

同左 

  

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産 

同左 

  

同左 

  (4）長期前払費用 

 役務の提供を受ける期間に応じて償却

する方法を採用している。 

(4）長期前払費用 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額を計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務見込額に

基づき計上している。 

 なお、退職給付債務の算定は簡便法に

よっている。 

 会計基準変更時差異は、15年による按

分額を費用処理している。 

(3）退職給付引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (4）役員退職慰労引当金 

────── 

(4）    ―――――― 

  （追加情報） 

 当社は、平成20年６月24日開催の第188
回定時株主総会において、役員退職慰労金
制度を廃止することを決議し、在任取締役
及び監査役に対し在任期間に対応する役員
退職慰労金を打ち切り支給することを決議
している。 
 なお、当連結会計年度末における未支給
額20,500千円は、固定負債の「その他」に
含めて表示している。 

  

  (5）関係会社支援損失引当金 

 債務超過関係会社への支援に係る損失
に備えるため、当該会社の財政状態等を
勘案し、債務超過額に対応する当社負担
見込額のうち、当該会社への投融資額を
超える額を計上している。なお、当事業
年度末における関係会社支援損失引当金
は、新潟大東紡㈱に係るものである。 

(5）関係会社支援損失引当金 

 債務超過関係会社への支援に係る損失
に備えるため、当該会社の財政状態等を
勘案し、債務超過額に対応する当社負担
見込額のうち、当該会社への投融資額を
超える額を計上している。なお、当事業
年度末における関係会社支援損失引当金
は、新潟大東紡㈱及び㈱キノエネに係る
ものである。 

  (6）関係会社事業整理損失引当金 

 関係会社の事業整理に係る損失に備え
るため、当事業年度末における損失負担
見込額を計上している。なお、当事業年
度末における関係会社事業整理損失引当
金は、高田三東スーツ㈱に係るものであ
る。 

(6）    ―――――― 

  

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。 
 なお、為替予約については振当処理の
要件を満たしている場合は振当処理を、
金利スワップについては特例処理の要件
を満たしている場合は特例処理を採用し
ている。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 長期借入金 

為替予約 外貨建債務 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 為替及び金利等相場変動に伴うリスク
の軽減、資金調達コストの低減を目的に
通貨及び金利に係るデリバティブ取引を
行っている。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動
の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ
ー変動の累計を半期ごとに比較し、両者
の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性
を評価している。ただし、特例処理によ
っている金利スワップについては、有効
性の評価を省略している。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

８．消費税等の会計処理  消費税等の会計処理は税抜方式によって
いる。 

同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準等） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いたが、当事業年度から「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ている。 

 これにより、損益に与える影響はない。 

―――――― 
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

※１ 担保資産 ※１ 担保資産 

現金及び預金（預金） 980,000千円

建物 8,838,387千円

構築物 320,850千円

土地 9,300,964千円

投資有価証券 140,673千円

計 19,580,875千円

現金及び預金（預金） 980,000千円

建物 8,426,759千円

構築物 307,149千円

土地 9,419,119千円

投資有価証券 129,096千円

計 19,262,124千円

担保対応債務 

 なお、担保資産の土地のうち、123,437千円は高

田三東スーツ㈱の借入金99,938千円の物上保証に供

している。 

短期借入金 795,300千円

１年内返済予定長期借入金 2,842,100千円

預り金（１年内返還予定預り保証
金） 

113,366千円

長期借入金 6,302,000千円

長期預り保証金 1,469,616千円

計 11,522,383千円

担保対応債務 

  

短期借入金 692,100千円

１年内返済予定長期借入金 1,934,000千円

預り金（１年内返還予定預り保証
金） 

111,616千円

長期借入金 7,258,000千円

長期預り保証金 1,357,999千円

計 11,353,716千円

※２ たな卸資産の内訳は、次のとおりである。 ※２ たな卸資産の内訳は、次のとおりである。 

商品 385,535千円 商品 238,010千円

※３ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上している。 

※３ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上している。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算出した価額」に合理的な調整を

行って算出している。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31

日公布政令第119号）第２条第４号に定める「地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算出した価額」に合理的な調整を

行って算出している。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

1,836,610 千円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

  

※４ 関係会社に対する主な資産及び負債 ※４ 関係会社に対する主な資産及び負債 

受取手形及び売掛金 427,809千円

破産更生債権等 336,004千円

長期預り保証金 2,194,526千円

受取手形及び売掛金 336,574千円

長期預り保証金 2,139,258千円

５ 保証債務 

 関係会社の借入金及び商業手形割引等に対し次のと

おり保証を行っている。 

５ 保証債務 

 関係会社の銀行借入金に対し次のとおり保証を行っ

ている。 

大東紡寝装㈱ 103,264千円

㈱キノエネ 19,000千円

計 122,264千円

大東紡寝装㈱ 100,000千円

６ 受取手形割引高 154,734千円 ６ 受取手形割引高 142,120千円
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 関係会社との取引にかかるもの ※１ 関係会社との取引にかかるもの 

売上高 1,995,579千円

受取利息 12,952千円

売上高 1,977,185千円

受取利息 12,598千円

受取配当金 13,097千円

※２ 他勘定振替高は、販売見本等商品の自家消費高であ

る。 

※２ 他勘定振替高は、販売見本等商品の自家消費高及び

特別損失に計上した事業整理損である。 

※３ 商品期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次の商品評価損が売上原価に含まれて

いる。 

※３ 商品期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次の商品評価損が売上原価に含まれて

いる。 

  83,999千円   37,580千円

※４ 販売費に属する費用は約61％であり、一般管理費に

属する費用は約39％である。 

 主要な費目及び金額は次のとおりである。 

※４ 販売費に属する費用は約 ％であり、一般管理費に

属する費用は約 ％である。 

 主要な費目及び金額は次のとおりである。 

62

38

給料 315,476千円

賞与引当金繰入額 29,109千円

退職給付費用 20,527千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,450千円

法定福利費・厚生費 65,732千円

業務委託費 199,488千円

運賃・保管料 65,450千円

賃借料 104,743千円

減価償却費 14,030千円

貸倒引当金繰入額 40,310千円

給料 353,539千円

賞与引当金繰入額 22,773千円

退職給付費用 12,217千円

法定福利費・厚生費 69,869千円

業務委託費 167,614千円

賃借料 89,248千円

減価償却費 13,374千円

貸倒引当金繰入額 3,669千円

※５ 固定資産処分損の内訳は次のとおりである。 ※５ 固定資産処分損の内訳は次のとおりである。 

建物附属設備 1,297千円

工具、器具及び備品 284千円

計 1,581千円

建物附属設備 129千円
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※６ 減損損失 

 当期において、当社は以下の資産グループについて

83,282千円の減損損失を計上している。 

 当社は、事業資産のうち、繊維・アパレル事業につ

いては主として管理会計上の個別の製品・サービスの

カテゴリーを、不動産事業については個々の物件単位

を、それぞれグルーピングの単位としている。遊休資

産については、各不動産等をグルーピングの単位とし

ている。 

 上記の資産は当社の関係会社である高田三東スーツ

㈱の事業整理に伴い、同社への賃貸している土地及び

リース資産について、土地については帳簿価額を、リ

ース資産については未経過リース料残高を、それぞれ

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て計上している。なお、回収可能価額は、土地につい

ては不動産鑑定評価に基づく正味売却価額により評価

し、リース資産については零としている。 

用途 種類 金額 場所 内訳 

 賃貸資産 
 土地及びリ

ース資産 
  千円83,282  新潟県上越市 

 土地    80,173千円

リース資産 3,109千円

※６ 減損損失 

 当期において、当社は以下の資産グループについて

千円の減損損失を計上している。 

 当社は、事業資産のうち、繊維・アパレル事業につ

いては主として管理会計上の個別の製品・サービスの

カテゴリーを、不動産事業については個々の物件単位

を、それぞれグルーピングの単位としている。遊休資

産については、各不動産等をグルーピングの単位とし

ている。 

 上記の資産は、繊維・アパレル業界における市場環

境の著しい悪化により、当社繊維・アパレル事業部門

の来期営業損益の黒字化が見込めないため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して計上している。なお、回収可能価額は、将来キャ

ッシュ・フローの黒字化が確実なものとして見込めて

はいないため、保守的に零と見積もっている。 

42,630

用途 種類 金額 場所 内訳 

繊維・アパ

レル事業に

おける事務

所造作等 

有形固定資

産その他 
千円42,630

東京都中央

区他 

建物 千円588

車両運搬具 千円303

工具、器具及

び備品 
千円1,840

リース資産

（有形固定資

産） 
千円26,195

特許権 千円428

商標権 千円1,452

ソフトウエア 千円143

リース資産

（無形固定資

産） 
千円3,110

その他（無形

固定資産） 
千円1,754

長期前払費用 千円151

その他 千円6,661

※７ 関係会社株式評価損 

   大東紡寝装㈱の株式に係るものである。  

※７ 関係会社株式評価損 

同左 

※８         ――――――   ※８ 事業整理損 

 事業整理損の内容は次のとおりである。  

内容 金額 内訳

当社のシニア
ミセス向け婦
人服ＯＥＭ事
業の終息 

千円 99,497

たな卸資産評
価損  千円61,497

事業清算負担
金 千円38,000

※９ 特別損失のその他の主な内訳は次のとおりである。 ※９ 特別損失のその他の主な内訳は次のとおりである。

事務所移転費用 2,075千円 ゴルフ会員権評価損 12,423千円
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加4,510株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加2,540株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）  53,343  4,510  －  57,853

合計  53,343  4,510  －  57,853

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）  57,853  2,540  －  60,393

合計  57,853  2,540  －  60,393
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６．その他 
役員の異動 

(1) 代表取締役の異動 

（新任）       国広 伸夫 （現 顧問） 
（退任）       筧  正澄 （現 代表取締役社長） 

 
(2) その他の役員の異動 

（新任取締役候補） 
取締役      市村 明彦 （現 繊維事業部長） 

 
(3) 異動予定日 

平成 22 年６月 29 日 
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